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第77期 中間決算のご報告
平成30年4月1日�〜 平成30年9月30日
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株 主 の 皆 様 へ

　株主の皆様におかれましては、日頃より当社グループの事業
活動にご理解、ご支援を賜り、心より御礼申し上げます。
　ここに当社グループの第77期中間期（平成30年４月１日～平
成30年９月30日）の事業環境および業績等につきまして、ご報
告申し上げます。
　当社グループは、当期を最終年度とする中期経営計画「中計
77」の主要施策を着実に遂行し、更なる収益力の強化と生産性
の向上を図り、計画達成に努めてまいります。
　今後とも、より一層のご支援を賜りますようお願い申し上げ
ます。

平成30年12月
取締役社長

当中間期業績概況
当中間期における我が国経済は、企業収益の順調な拡大と
雇用情勢の着実な改善により、設備投資の増加と個人消費の
持ち直しが続いており、緩やかな景気回復が持続しておりま
す。
また、海外経済も、けん引役の米国経済が好調で、ヨー

ロッパやアジアでも緩やかな景気の回復が続いております
が、米中貿易摩擦問題、米国の金利政策、中国経済の減速、
中東情勢等、堅調な世界経済を冷やしかねないリスク要因が
多く、先行き不透明感が増してまいりました。
国内建設市場におきましては、政府建設投資が若干減少す

ると予想されておりますが、製造業の生産設備や宿泊施設
等、旺盛な民間建設需要に支えられ、今年度の建設投資も
56兆円台の高水準を維持する見通しであります。
このような状況のなか、当社グループは中期経営計画「中
計77」の主要施策を確実に遂行し、国内外でソリューション

営業を積極的に展開して受注拡大に努める一方、原価管理の
徹底や、BIM・タブレット端末等の先進的ICT技術の活用に
より生産性の向上を図り、工事収益を増強してまいります。
また、政府が推進する働き方改革に呼応した職場環境の改善
にも取り組んでおります。
これらの結果、当中間期の業績は以下のとおりとなりました。
売上高は、建設事業564億16百万円（前年同期比89億53

百万円増）に不動産事業他５億81百万円（前年同期比12百
万円増）をあわせ、569億98百万円（前年同期比89億66百
万円増）となりました。
損益面におきましては、営業利益は29億32百万円（前年

同期比８億19百万円増）、経常利益は32億48百万円（前年
同期比９億40百万円増）、親会社株主に帰属する中間純利益
は23億３百万円（前年同期比３億89百万円増）となりました。
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（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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　当中間期における建設事業の内訳につきましては以下のとおりであります。
　多様な用途の施工実績を背景とした技術力の高さをご評価いただいております。

建 設 事 業 概 況
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中 間 連 結 決 算 概 要
中間連結貸借対照表（単位：百万円） 中間連結損益計算書（単位：百万円）

項目 当中間期
（平成30年9月30日現在）

前期
（平成30年3月31日現在）

（資産の部）

流動資産 60,858 65,043

固定資産 19,675 19,510

　有形固定資産 14,662 14,406

　無形固定資産 1,054 1,016

　投資その他の資産 3,958 4,087

資産合計 80,534 84,554

（負債の部）

流動負債 43,734 49,688

固定負債 3,903 4,123

負債合計 47,637 53,811

（純資産の部）

株主資本 31,223 29,333

　資本金 5,061 5,061

　資本剰余金 1,400 1,400

　利益剰余金 24,795 22,904

　自己株式 △33 △32

その他の包括利益累計額 437 228

　その他有価証券評価差額金 1,036 1,034

　為替換算調整勘定 △557 △734

　退職給付に係る調整累計額 △42 △71

非支配株主持分 1,235 1,180

純資産合計 32,896 30,742

負債純資産合計 80,534 84,554

項目
当中間期

自　平成30年４月１日
至　平成30年９月30日

前中間期
自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日

売上高 56,998 48,031

売上原価 51,492 43,357

売上総利益 5,505 4,674

販売費及び一般管理費 2,573 2,561

営業利益 2,932 2,113

　営業外収益 333� 217�

　営業外費用 17 22

経常利益 3,248 2,308

　特別利益 0 11

　特別損失 3 17

税金等調整前中間純利益 3,245 2,302

法人税、住民税及び事業税 778 308

法人税等調整額 141 77

中間純利益 2,324 1,916

非支配株主に帰属する中間純利益 21 2

親会社株主に帰属する中間純利益 2,303 1,913

中間連結キャッシュ・フロー計算書（単位：百万円）

項目
当中間期

自　平成30年４月１日
至　平成30年９月30日

前中間期
自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日

営業活動によるキャッシュ･フロー △4,173 4,311

投資活動によるキャッシュ･フロー 3,124 △41

財務活動によるキャッシュ･フロー △678 227

現金及び現金同等物に係る換算差額 275 493

現金及び現金同等物の増減額 △1,451 4,990

現金及び現金同等物の期首残高 27,001 24,364

現金及び現金同等物の中間期末残高 25,550 29,354

（ ）（ ）

（ ）（ ）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
（注）「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年
2月16日）等を当期の期首から適用しており、前期に係る数値については、当該会計
基準等を遡って適用した後の数値となっております。
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会 社 概 要 （平成30年9月30日現在）

取締役名誉会長 大 島 義 和
代表取締役副会長 浅 井 　 晶
代表取締役社長 竹 谷 紀 之
取 締 役 加 藤 頼 宣
取 締 役 服 部 　 智
取 締 役 棚 田 弘 幸
取 締 役 佐 藤 哲 夫
取 締 役（社外） 河 村 守 康
取 締 役（社外） 福 田 　 誠
常 勤 監 査 役 菅 谷 昭 彦
常 勤 監 査 役 中　野　功一郎
監 査 役（社外） 山 谷 耕 平
監 査 役（社外） 佐 藤 俊 一

商 号 株式会社ナカノフドー建設
創 業 昭和8年2月8日
設 立 昭和17年12月19日
資 本 金 50億6,167万8,686円
従 業 員 数 1,384名（連結）　736名（個別）
主要な事業内容 当社グループは、建設事業および不動産事業を主な内容と

して事業活動を展開しております。

取締役および監査役

執行役員

主要な子会社
��会社名 事業内容
  国内

中野開発株式会社（東京都千代田区） 不動産事業・その他の事業

  海外

ナカノシンガポール（PTE.）LTD.（シンガポール） 建設事業・不動産事業
ナカノコンストラクションSDN.BHD.（マレーシア）建設事業
PT.インドナカノ（インドネシア） 建設事業
タイナカノCO.,LTD.（タイ） 建設事業
ナカノベトナムCO.,LTD.（ベトナム） 建設事業

主要な事業所
��国内
本 店 （東京都千代田区九段北四丁目２番28号）
東 京 本 店 （東京都千代田区） 東 北 支 社 （仙 台 市）
名古屋支社 （名 古 屋 市） 大 阪 支 社 （大 阪 市）
九 州 支 社 （福 岡 市） 土 木 支 店 （東京都千代田区）
台 東 支 店 （東 京 都 台 東 区） 北関東支店 （さ い た ま 市）
茨 城 支 店 （土 浦 市） 東関東支店 （千 葉 市）
横 浜 支 店 （横 浜 市） 北東北支店 （八 戸 市）
北海道支店 （札 幌 市）

取締役�専務執行役員 加 藤 頼 宣 経営企画部・総務部担当
取締役�常務執行役員 服 部 　 智 海外事業本部長
取締役�常務執行役員 棚 田 弘 幸 国内建設事業本部長、業務監査部担当
取締役� 執行役員 佐 藤 哲 夫 経理部担当
常 務 執 行 役 員 山 本 孝 広 名古屋支社長
常 務 執 行 役 員 赤 坂 頼 義 東北支社長
執 行 役 員 飯 塚 　 隆 東京本店長
執 行 役 員 外 岡 三 弥 海外事業本部�副本部長
執 行 役 員 村 松 正 秀 海外事業本部�副本部長
執 行 役 員 吉 村 哲 志 大阪支社長
執 行 役 員 小古山　　　昇 九州支社長
執 行 役 員 後 藤 俊 二 東京本店�副本店長
執 行 役 員 佐 藤 夏 樹 海外事業本部�管理部長
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株 式 状 況 （平成30年9月30日現在）

所有者別分布状況

金融機関
12.56%

外国法人等
12.24%

個人・その他
27.92%

証券会社
2.29%

その他法人
44.99%

株式数 金融機関 ･･･････････････････････････････････4,334千株

証券会社 ･････････････････････････････････････ 791千株

その他法人 ･･････････････････････････････15,522千株

外国法人等 ････････････････････････････････4,222千株

個人・その他･･････････････････････････････9,627千株

■発行可能株式総数 154,792,300株

■発行済株式の総数 34,498,097株

■株主数 3,595名

■配当の状況

■大株主

株主名 持株数
（千株）

持株比率
（％）

公益財団法人大島育英会 6,756 19.66

関東興業株式会社 3,700 10.76

大島　義和 3,084 8.97

株式会社マリンドリーム 2,100 6.11

株式会社MBサービス 1,750 5.09

株式会社三菱UFJ銀行 1,647 4.79

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 771 2.24

BRITISH�EMPIRE�TRUST�PLC 766 2.23

ナカノ従業員持株会 633 1.84

ナカノ友愛会投資会 620 1.81

（注）持株比率は、自己株式（126,129株）を控除して計算しております。

株式状況 株式分布状況

株価推移
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（注）第75期末配当金の内訳　普通配当7円　特別配当3円

010_0544001603012.indd   6 2018/11/08   2:36:43



本店��〒102-0073�東京都千代田区九段北四丁目2番28号
TEL��03（3265）4661
ホームページ��https://www.wave-nakano.co.jp

株主メモ ご案内

＜表紙写真＞
千代田区立九段小学校・幼稚園改築工事
竣　工：2018年
設計者：株式会社久米設計
用　途：教育施設

■事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで

■定時株主総会 毎年6月下旬

■基準日 毎年3月31日
そのほか必要がある場合には、あらかじめ公告いたします。

■単元株式数 100株

■�株主名簿管理人および
特別口座の口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

　同事務取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

　（連絡先） 三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
東京都府中市日鋼町1-1
電話　0120-232-711（通話料無料）
郵送先　〒137-8081　新東京郵便局私書箱第29号
　　　　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

■公告方法 電子公告
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告
による公告を行うことができない場合は、日本経済新聞
に掲載して行います。

本報告書は植物油インクで印刷しております。
ご不要の際は、ハリをはずし資源ゴミへ。

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

当社ホームページでは、株主・投資家の皆様向けのIR情報をは
じめ、さまざまな情報を公開しておりますので、是非ご覧くだ
さい。

https://www.wave-nakano.co.jp
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